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被災地での人材確保・流出防止策 

仮設診療所等の整備 

医療施設等の復旧整備 

当面の医療機能の確保 ※現地点で復旧 

    新たな医療提供体制への再編 

三次補正 ２４年度以降～ 復興基本方針等 

被災地での医療従事者の育成・確保＇中期的（ 

診療情報の共有化 

※医療提供体制復興のための基金のメニューとして位置付け 
診療情報共有の基盤整備 

医療施設等の防災対策の推進 

災害時の拠点の整備、 
耐震強化等 
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○病院・病床機能の分化・強化、
集約、連携 

○「急性期、亜急性期、回復期
リハ」、「在宅医療」という医療
機能の切れ目のない連携の下
に、入院期間の短縮と在宅医
療への流れを推進 

○地域医療支援センターを拠
点として、偏在を解消しつつ、
地域における医療従事者を育
成・確保 

○チーム医療の推進により、
医師の業務負担を軽減しつつ、
質の高い医療サービスを効率
的に提供 

○医療機関における情報化を
推進し、医療機関間の切れ目
のない連携を実現 

○東海、南海、首都圏直下型
等の災害も想定した全国の災
害医療体制を整備 

医療の復興に向けた施策ロードマップ   
予算措置 

分野・段階ごとの達成目標 予算措置以外 

関係団体、都道府県等から派遣 被災者健康支援連絡協議会も活用 

岩手・福島に設置＇２３年度（ 

耐震化基金の積み増し・衛星電話の整備等 

※基準額を超える部分などについては、 地域医療再生基金を活用 

●被災３県以外も含む 

＇注（全国の災害拠点病院６１８箇所＇被災３県は３３箇所（ 

＇４（ 

＇２（ 

２３③ 

       当面の被災地の医療従事者の確保 

地域医療支援センター ２３ 

２３① 

＇１（ 

※全壊病院を中心に機能の集約、連携等を検討＇県等との調整（ 

２３③ 

医療チームの派遣 

＇３（ 

２３① 
重点分野雇用創造事業の活用 

約５０箇所＇７月２６日時点（ 
２３① 

・仮設診療所等の役割は、 
 仮設住宅への入居状況、  
 医療機関等の復旧・復興 

 に伴い、終息へ 
・建物は解体、診療機能は、 
 復旧する医療機関などへ  

 引継ぎ 

一次補正不足分の追加 

＇２３・・・２３年度当初、２４・・・２４年度当初、 
  ２３①、②、③・・・２３年度一次補正、二次補正、三次補正（ 

一次・二次補正 

避難所等への医療提供 

災害医療等のあり方検討   
2011.07～検討会開催＇年内目途でとりまとめ（ 

医
療
提
供
体
制
の
再
構
築 

地域医療再生基金＇２２年度補正（の活用   
２２ 

在宅医療の推進 
２３③ 

被災地向け在宅医療連携拠点事業＇地域医療再生基金の積み増し分（の実施 

反映 

※２４年度も実施 

＇注（情報基盤整備については、セキュアなネットワークを確保しつつ整備 

２３③ 

※短期的には、重点分野雇用創造事業と地域医療再生基金を併用することで人材確保・流出防止策を実施 
   中長期的には、地域医療支援センターが中心となって、地域医療再生基金も活用しながら安定的な人材を確保 

医療提供体制の再編 

被災県による医療分野の復興計画＇８月下旬以降、順次（ 

連動 地域医療再生基金の積み増し 
２３③ 

医療機関の二重ローン救済 ２３② 

利率の引き下げ等＇約５００件の融資実績（ 

地域全体の
被災状況や
復興計画など
を勘案し、復
旧費又は地
域医療再生
基金を活用 

 ＇病院の被災状況（ 
  ・全壊１０箇所 
  ・一部損壊２９０箇所 
 ※被災３県の２１／２３二次医療圏で発生 

再編 

復旧 

情報連携基盤の整備＇全壊等により医療機能が大きく低下した地域を 
対象＇箇所数は未定（（ 

＇箇所数は未定（ 

２３③ 



三次補正以降 ２４年度以降～ 

算定要件の緩和 
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一次・二次補正 

加算措置 

被災地の医療機関等に対する配慮 

当面の間、実施。 

被災者に対する配慮 

一部負担金及び 
保険料の免除等 

保険者への財政支援 

東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成 
に関する法律の制定 

２３① 

○被災者が安心して保健・医
療等を受けられるよう、環境整
備を進める。 

補助金や補償との役割分担を踏まえ、改定時までに検討。 

必要に応じ、緩和措置を継続。 

＇５（ 

＇６（ 

医
療
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の
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２ 

○被災者が安心して保健・医
療等を受けられるよう、環境整
備を進める。 

医療の復興に向けた施策ロードマップ   
予算措置 

分野・段階ごとの達成目標 
＇２３・・・２３年度当初、２４・・・２４年度当初、 
  ２３①、②、③・・・２３年度一次補正、二次補正、三次補正（ 

復興基本方針等 



医療の復興に向けた施策の方針 

＇１（医療施設の整備 
  ○ まず仮設診療所等の整備、医療機関等の復旧等により当面の医療機能を確保した上で、次に都道府県のプランづくりと 
   それに対する支援等をとおして中長期的な医療提供体制の再編を図る＇８月下旬以降、被災県の復興計画の中で具体化（。 
    具体化に当たっては、復興の主体である県、関係市町村等の打ち出す方向性について、国が助言し、調整を進める。 
   その際、全半壊した医療機関のすべてを単に復旧するのではなく、医療機能の集約・連携、在宅医療の推進等の方向性を 
   踏まえ、新たな医療提供体制のモデルとなるような形での復興を目指す。 
  
＇２（マンパワーの確保 
  ○ 関係団体等からの医療チームの派遣＇各県内での対応を基本へ（や被災地からの人材流出防止に向けた取組により当面 
   の被災地の医療従事者を確保。中長期的には、地域医療支援センター、地域医療再生基金を活用し医師の地域偏在の解消 
   も考慮しながら、被災地における医療従事者の育成・確保を進める。 
  
＇３（診療情報の整備 
  ○ ネットワークの安全性を確保しつつ、情報連携基盤を整備することにより診療情報の共有化を進めもって医療機関間の連携 
   を推進する＇全壊により医療機能が大幅に低下した地域を対象（。 
  
＇４（災害医療体制の整備 
  ○ 災害に強い地域医療体制の検討＇災害拠点病院の在り方を含む。（を行い、個々の医療機関の耐震性の強化と合わせて、 
   首都圏直下型等の災害も想定した全国の災害医療体制の整備を進める。 
 
＇５（医療復興に向け、県・市町村及び国が協働して、街づくりの在り方等地域の実情に即した医療提供体制の在り方を検討し、 
  各県にて、８月下旬以降、順次復興計画を策定し、復興後の具体像とスケジュールを明らかにしていく。 
 
＇６（医療機関等を受診した際の一部負担金等の免除 

 ○ 住宅が全半壊等した方、主たる生計維持者が死亡又は行方不明の方、原発の事故に伴う政府の避難指示等の対象と 

  なっている方などは、被災地以外の市町村に転入した場合を含めて、医療機関に一部負担金等の自己負担を支払わずに 

  受診することができることとしている。＇来年２月末まで。入院時食事療養費等の標準負担額の免除措置については、 

  来年２月末までの間で別途定める期限までの間＇当初は８月末までを予定していたが、９月以降も当面、実施（。（ 
 

分野ごとの考え方 

３ 



＇７（保険料の免除等 

 ○ 震災により、従業員に対する報酬の支払いに著しい支障が生じている事業所等や、主たる生計維持者の住宅が全半壊等 

     した世帯等の保険料の減免、徴収猶予及び納期限の延長を実施。  
 
＇８（保険者への財政支援 

 ○ 一部負担金の免除や、保険料の減免を行った保険者への財政支援措置を実施。 
 
＇９（医療機関等への配慮 

 ○ 医療機関等は、免除した一部負担金等を含め診療に要する費用の全額＇１０割（を審査支払機関に請求できることとしている。 

 ○ また、被災者の方を数多く受け入れた医療機関等については、医療法上の許可病床数を大幅に超過して入院患者を受け 

  入れた場合や、看護師の配置基準を満たさなくなった場合、入院患者の平均在院日数が基準を超えることとなった場合で 

  あっても、入院料の減額措置を行わないこととしている。   

○ 一次補正、二次補正では仮設診療所等の整備、医療機関等の復旧など、当面の医療機能の確保を進めた＇約５０箇所（。 

○ また、東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律、一次補正及び事務連絡により、 

 医療保険制度においても前述の措置を実施。  

○ 三次補正では医療機関等の復旧や医療従事者の確保など当面の医療機能の確保に加え、都道府県による医療分野の復興 

 計画の実現のための地域医療再生基金の積み増しをするなどにより、情報連携基盤を整備・活用しながら、効果的・効率 

 的な医療提供体制の再構築を進めるとともに、医療機関等の防災対策を進める。 
 

○ 被災地における診療報酬の算定要件の更なる緩和措置については、事務連絡により、入院基本料の算定における看護配置 

 基準の緩和などを９月上旬に実施したところ。また、被災地における診療報酬の加算措置について、補助金や補償との役割 

 分担を踏まえて、財源も含めて改定時までに検討。 

補正予算等での対応 

４ 



当面の介護サービス提供体制の確保 
※現地点での復旧・復興支援 

三次補正 ２４年度以降～ 
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○被災県と非被災県のニーズ
のマッチングを行い、被災地
における介護職員を確保する。 

介護の復興に向けた施策ロードマップ   
予算措置 

分野・段階ごとの達成目標 予算措置以外 

関係団体、都道府県等から派遣 

災害時の対応検討 

＇２（ 

介護職員の派遣 

災害医療等のあり方検討会 

サポート拠点の拠点整備 
約７９箇所＇８月10日時点（ 

ニーズ調査の実施 

＇２３・・・２３年度当初、２４・・・２４年度当初、 
  ２３①、②、③・・・２３年度一次補正、二次補正、三次補正（ 

一次・二次補正 

避難所等への介護サービスの提供 

介
護
提
供
体
制
の
再
構
築 

２３③ 

※当面、サポート拠点の設置を推進することにより、現地のニーズに対応。また、必要に応じて、派遣を継続。 

※被災各県のニーズに応じて非被災県とのマッチングを行い、派遣 

「市町村 地域包括ケアのまちづくり
復興計画」＇仮称（の策定 

地域全体の被災状

況や復興計画など

を勘案し、復旧費等

を活用 
復興 

復旧 

計画策定 
＇「市町村 地域包括ケアのま
ちづくり復興計画」＇仮称（（ 

体制整備 
 
 
 
 
 
 

＇１（ 

分析 

＇まちづくり復興計画に連動して順次（ 
連動 

連動 

２３③ 

※介護版災害対応の在り方について検討 

○被災市町村機能の現状に対応
した復興支援となるニーズ調査を
行い、的確な復興計画の策定等に
係る基礎資料を作成する。 
 

○多様な市民生活・市民意識・
ニーズを踏まえ、他の各種計画と
も連動し得る、地域包括ケア体制
づくりに向けた具体的な取組につ
いて計画を策定する＇ハード面・ソ
フト面双方（。 
 

○計画に基づき、介護保険サービ
スや住まいの場等の基盤整備等を
行う。 
 

○あわせて、被災地以外における
「地域包括ケアモデル」への転換を
目指す。 

国において調査票作成、分析ソフトの
開発と分析支援等のバックアップ 

計画に基づく事業実施に関する規制緩和 
※復興特区の活用も含め検討中 

  
 ＇老人福祉施設の被災状況（ 
  ・全壊１２箇所 
  ・一部損壊３１４箇所 
 ※被災３県の被災状況＇５月１３日時点（ 

２３① 

２３① 介護保険料や利用者負担金の免除等 
２３① 

 

○復興の基本方針を踏まえ、
保健・医療、介護・福祉、住
まい等のサービスを一体的、
継続的に提供する「地域包
括ケア」の体制を整備するた
め、地域のニーズを踏まえ、
基盤整備を支援する。 
 

 
介護サービスの基盤整備＇基金（ 

ハード 

地域ニーズに応じた地域包括 
ケアに資する事業の推進＇基金（ 

ソフト 

サポート拠点の追加設置 

被災地 
における 

「地域包
括ケア 
モデル」 
の整備 

５ 

復興基本方針等 

２３① 

ニーズ調査のモデル実施 



介護の復興に向けた施策の方針 

＇１（地域包括ケア体制の整備： 

○ 当面の対応としては、避難所等への介護サービスの提供や他施設への受け入れ等により介護サービス提供体制を確保する。 

○ 中長期的には、 

  ① 国のバックアップの下、津波により被害を受けた市町村においてニーズ調査を実施 

   ア（モデル事業による先行実施。 

   イ（モデル事業の検証結果を踏まえて調査票等を標準化し、残りの被災市町村で統一的な手法による調査を実施＇一次補正 

    による支援（。 

  ② 調査結果を活用し、 地域包括ケア体制づくりに向けた具体的な取組について、津波により被害を受けた各市町村において 

    復興計画案を策定し、地域住民へ提示。＇ 「市町村 地域包括ケアのまちづくり復興計画」＇仮称（。ハード面・ソフト面双方（ 

  ③ 復興計画に基づき、介護保険サービスや住まいの場等の基盤整備等を行う。＇三次補正による支援（。あわせて、計画に 

    基づく事業実施に関する規制緩和についても検討する。 

 

＇２（マンパワーの確保： 

○ 短期的には、被災各県のニーズに応じて非被災県とのマッチングを行い、介護職員を派遣。 

○ 当面の対応としては、サポート拠点の設置を推進することにより、現地のニーズに対応。また、必要に応じて、派遣を継続。 

 

○ 一次補正では老人福祉施設等の復旧や介護等のサポート拠点の推進など、当面の介護サービス提供体制の確保を 

  進めた。 

○ 三次補正ではニーズ調査を踏まえた「市町村 地域包括ケアのまちづくり復興計画」＇仮称（ に基づき、介護サービス基盤の 

  整備や、地域ニーズに応じた地域包括ケアに資する事業の推進による復興支援を行う。 

分野ごとの考え方 

補正予算等での対応 

６ 



保健師等の人材確保 

       当面の公衆衛生の確保  

三次補正 ２４年度以降～ 

被
災
住
民
の
健
康
確
保 

保
健
衛
生
施
設
等
の
整
備

 

○被災自治体で円滑な保健活動がで
きるような人材及び活動拠点の確保 

 

公衆衛生の復興に向けた施策ロードマップ   
予算措置 

分野・段階ごとの達成目標 予算措置以外 

＇２（ 

＇１（ 

＇２３・・・２３年度当初、２４・・・２４年度当初、 
  ２３①、②、③・・・２３年度一次補正、二次補正、三次補正（ 

一次・二次補正 

避難所等への健康対策 

公
衆
衛
生
の
再
構
築
等 

巡回保健指導 

被災者の長期にわたる避難所・仮設住宅での生活に対応した 
被災地域の公衆衛生の再構築 

累計9.370人＇８月２日現在（ 
 

他の自治体からの派遣 
２３ ２３③ 

人材確保支援 

２３① ２３③ 
仮設住宅における栄養指導活動(キッチン
カーなどによる指導)の実施 

保健衛生施設等の整備 
[例] 
精神科病院 
市町村保健センター 
保健所 
火葬場   等 

所要額を増額 ２３① ２３③ 

２３① ２３③ 
仮設住宅における健康支援活動の実施 

○被災地における健康支援活動及び
栄養指導活動の実施 

 

感染症・衛生対策 
＇害虫駆除（ 

２３ 
必要に応じて増額を検討 既存予算の活用 

感染症対策事業による害虫駆除 

○衛生確保等による感染症の発生・
まん延の防止 

 

 
 
・対象となる仮設住宅戸数： 
 約52.000戸 

 

○被災した保健衛生施設等の復旧 
 

２３① 
重点分野雇用創造事業の活用 

被災した保健衛生施設等の復旧 

巡回栄養指導 

被災住民に対する健康管理 

２３③ 

被災各県において協議会を設置する等、被災住民のニーズを踏まえながら、
被災自治体が行う今後の被災住民に対する健康管理の施策の検討等を支
援していく。 

市町村において、保健師や管理栄養士が確保できない等の支障があった 
際に県の保健所の保健師や管理栄養士が市町村に出向き支援を行う。 

７ 

復興基本方針の記載等 

２３③ 



透析医療の確保 

さい帯血供給体制 ネットワークの強化 ２３③ 

ネットワークの強化 
２３③ ２３ 

○被災・避難した人工透析患者の状
況把握、受入透析医療機関の確保 
 

 

○災害時のさい帯血供給体制の整備 
 

 

三次補正 ２４年度以降～ 

生
活
衛
生
関
係
営
業
者
の
支
援

 

公衆衛生の復興に向けた施策ロードマップ   
予算措置 

分野・段階ごとの達成目標 予算措置以外 

＇４（ 

水
道
施
設
の
復
旧

 

＇５（ 

＇２３・・・２３年度当初、２４・・・２４年度当初、 
  ２３①、②、③・・・２３年度一次補正、二次補正、三次補正（ 

一次・二次補正 

公
衆
衛
生
の
再
構
築
等 

復旧 

耐震化・広域化 

水道の耐震化・広域化による災害に強いインフラ作り 

まちの復興にあわせて復旧・整備 ２３① 

被災地での耐震化・広域化 

 ２３ 

被災地域の生衛業の再生支援 

補助金を活用した復旧支援 

 ２３ 所要額を増額 ２３③ 

東日本大震災復興特別貸付等による支援 

２３① 期限の延長、所要額の増額 ２３③ 

補助金 

融資 

＇例（ 
理容業・美容業 
クリーニング業 
 

□コミュニティの再生のためには個人
事業者や商店等の復興が重要である。 
 
 
○補助金を活用した地域再生の支援 
 
○被災営業者の融資による再生支援 
 

□上下水道の耐震化及び複数の水
道施設の連結等による広域化を推進
する。 
 

○津波により家屋等が流出した地域
＇約4.7万戸（の水道の復興 
 
 

○単純復旧だけでなく、耐震性の高い
水道施設への整備 
 

緊
急
時
の
対
応
強
化

 

２３ 

＇３（ 
災害に対応できるネットワークの構築・情報の共有の推進 

８ 

復興基本方針の記載等 

健康情報の共有化 
健康管理システムの構築等 ２３③ 

○被災者の健康情報の共有化による 
健康支援等 
 

 

２３③ 



公衆衛生の再構築等に向けた施策の方針 

 
＇１（ 被災住民の健康確保： 

    被災地の避難所・仮設住宅等の生活者を中心に強く求められている健康管理、食事・栄養管理、衛生管理への支援を行っていく。具体的には、巡
回保健指導や巡回栄養指導を行い、さらに被災自治体が行う被災住民に対する今後の健康管理施策の検討を進め、被災住民の健康確保を図る。
保健師等の人材確保にあたっては、他の自治体からの派遣だけでなく、重点分野雇用創造事業を活用し、被災自治体で円滑な保健活動ができるよ
う人材及び活動拠点の確保を図る。また、既存予算＇感染症予防事業費（を活用し、感染症の発生・まん延防止をすることにより、被災地における衛
生確保を行う。 

＇２（ 保健衛生施設等の整備： 
    精神科病院、保健所、火葬場などの保健衛生施設等の施設及び設備の災害復旧により、保健衛生、公衆衛生等の確保を図る。 
＇３（ 緊急時の対応強化： 

    透析医療の確保や災害時のさい帯血移植体制の整備などについてネットワークの強化や被災者の健康情報共有化を図ることにより、災害におけ
る緊急対応の強化を進める。 

＇４（ 生活衛生関係営業者の支援： 
    短期的には 補助金等を活用し、訪問理・美容や仮設店舗における営業など被災生活衛生関係営業者の一日も早い事業再開を支援する。中長期

的には、東日本大震災復興特別貸付による資金繰り支援や事業用施設の復旧・整備支援などにより生活衛生関係営業者の自立への支援を進める。 
＇５（ 水道施設の復旧： 
    被災地の復興にあわせて復旧・整備を進める。あわせて被災地での耐震化・広域化を図り、災害に強いインフラ作りを推進する。  

 
○ 一次補正、二次補正では水道施設や精神科病院、保健所・市町村保健センターなどの保健衛生施設の復旧や、東日本大震災復興特別貸付を行
う日本政策金融公庫に対する財政基盤強化のための出資を行った。 

○ 三次補正では水道施設や精神科病院、保健所・市町村保健センターなどの保健衛生施設の復旧に加え、被災地における公衆衛生の再構築や生
活衛生関係営業者への支援、災害時の緊急対応の強化をすすめる。具体的には、保健所・市町村保健センターの復旧、巡回保健指導・巡回栄養指
導に必要な公衆衛生専門職種の確保支援及び被災自治体が行う被災住民に対する健康管理施策の検討の支援を行い、被災者の健康不安の解消
や適切な栄養指導などを実施する。生活衛生関係営業者に対しては、東日本大震災復興特別貸付の拡充や訪問理・美容キットの配布、仮設の共同
利用施設を活用したクリーニング工場の運営支援などきめ細かい自立への支援を行う。災害時の緊急対応の強化については、日本透析医会災害情
報ネットワークシステムや日本さい帯血バンクネットワークなどの機能強化を行う。 

分野ごとの考え方 

補正予算等での対応 

９ 



規制値の設定と 
長期的フォローアップ 

三次補正 ２４年度以降～ 

自
治
体
に
よ
る 

検
査
へ
の
支
援 

規
制
値
の
設
定
と
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

 

食品の安全確保に向けた施策ロードマップ   
予算措置 

分野・段階ごとの達成目標 予算措置以外 

＇２（ 

＇１（ 

２３② 

＇２３・・・２３年度当初、２４・・・２４年度当初、 
  ２３①、②、③・・・２３年度一次補正、二次補正、三次補正（ 

一次・二次補正 

食
品
中
の
放
射
性
物
質
に
係
る
安
全
対
策
の
推
進 

国の研究機関等での 
検査体制の強化 

暫定規制値設定＇3月17日（ 

※原子力安全委員会により示
された指標値 

２３③ 

厚労省所管施設での 
測定機器整備＇3ヶ所（ 

調査、データ収集、
解析等 

放射能モニタリング強化
のための経費を二次補正
予算に計上＇文部科学省
一括計上、厚生労働省分
１億円（ 

自治体による放射性物質の 
検査への支援 

自治体による放射性物質の検査の適正かつ円滑な実施 

・食品安全委員会の評価書や薬事・食品衛生審議会、放射線審議会、
放射性物質汚染対策顧問会議等の意見を踏まえ、暫定規制値に代
わる規制値を設定 
・新たな規制値については、平成24年度以降、その有効性等を継続的

に検証するため、食品の汚染状況や摂取状況に関するフォローアップ
調査を行う予定。 

規制値の設定と長期的フォローアップ 

・近隣の研究機関等での検査実施の支援 
・国＇国立医薬品食品衛生研究所（が流通食品を買い上げて 
 検査し、自治体の検査を検証 
・牛肉の出荷制限が一部解除された各県における安全管理 
 体制や出荷管理体制の確保を支援 
  － 簡易測定機器の要件の設定 
  － 自治体による検査計画・出荷計画の策定支援 

１０ 

復興基本方針等 

 
 

○ 自治体において、食品中
の放射性物質の検査が適正
かつ円滑に行われるよう各種
の支援を実施 

 
 
 
 
 
 

○ 厚生労働省所管施設にお
いて、各自治体が行う検査
への協力体制を強化 

 
 

○ 食品安全委員会の評価書
を踏まえ、内閣官房の放射性
物質汚染対策顧問会議等の
専門家の意見も聞きつつ、暫
定規制値に代わる規制値を
設定 

 
 

○ 規制値策定後も、その有
効性、適切性を継続的に検
証するため、食品の汚染状況
や摂取状況に関するフォロー
アップ調査を実施 



原子力災害による食品中の放射性物質への対応方針 

 原子力災害対策本部、農林水産省、文部科学省及び消費者庁等の関係省庁と連携しながら、以下の取組みを推進する。 

 

  ＇１（地方自治体による検査への支援 

   ○ 地方自治体による検査結果を集約し、暫定規制値を超えなかったものも含め、迅速に公表。 

   ○ 食品の検査に関して、近隣の研究機関等での検査実施の支援を行っているほか、牛肉の検査については、簡易測定 

     機器の要件の設定や各県における検査能力に応じた出荷計画の策定支援を行い、出荷制限が一部解除された各県に 

     おける安全管理体制や出荷管理体制の確保を支援。 

    

  ＇２（食品の放射性物質の規制値の検討とフォローアップ 

   ○ 当面の対応として、原子力安全委員会の示した指標値を食品の放射性物質に関する暫定規制値として設定。これを 

     上回る場合は、原子力災害対策本部の決定に基づき、出荷制限の指示等を実施。 

   ○ 内閣府の食品安全委員会による評価書＇８月下旬まで実施したパブリックコメントを踏まえ、最終調整中。（や 

     薬事・食品衛生審議会、放射線審議会、放射性物質汚染対策顧問会議等の意見を踏まえて、今後、食品中の 

     放射性物質の規制値を設定する。 

   ○ 規制値の検証のため、継続的に放射性物質の摂取量の調査等のフォローアップを実施。 

 

 ○ 二次補正では、検疫所及び国立試験研究機関での検査体制の強化を図るため、検査機器の整備を行うための 

  必要な経費を計上し、都道府県等への支援の一層の向上を図った。 

 ○ 三次補正では、暫定規制値に代わる規制値の設定に向けた必要な調査等を実施するための経費を計上している。 

分野ごとの考え方 

１１ 

補正予算等での対応 



一次・二次補正 三次補正 24年度以降～ 

地域福祉の復興に向けた施策ロードマップ  予算措置 

分野・段階ごとの達成目標 予算措置以外 
＇２３・・・２３年度当初、２４・・・２４年度当初、 
  ２３①、②、③・・・２３年度一次補正、二次補正、三次補正（ 

福
祉
基
盤
の
整
備 

避難所の解消 被災者の住居の確保 
↓ 

応急仮設住宅の解消 

応急仮設住宅における 
孤立化防止 等 

社会福祉施設等の復旧、
防災対策 等 

福祉人材の確保 

・災害復旧に係る補助率の嵩上げ＇通常1/2→2/3（ 
・福祉医療機構による融資の拡充＇無利子融資、融資率100％、返済猶予・償還期間の延長＇原則５年（等（ 

２３①② 

２３③ 

  社会福祉施設等の防災機能強化 

２３③ 被災地での就業を志す学生に対する支援＇修学資金の貸与（の強化等 

  

社会福祉施設等の復旧・防災対策の推進 

福祉人材の確保 

○社会福祉協議会、民生委員に 
     よる見守り活動等による応急 
    仮設住宅等における孤立化の 
  防止 
 
○住民ニーズの把握、必要に応 
      じたパーソナルサポート的な 
  支援の導入、見守り等の支援 
  体制の構築 
 
○被災生活保護受給者を受入 
  れる自治体の負担軽減 
 

○被災地における福祉人材の 
  確保を進める。 

応急仮設住宅への入居 

2011.08～ＰＴ開催＇9月中目途で中間とりまとめ（ 

応急仮設住宅の居住環境等に係る検討 

「絆
」の
構
築
・再
生 コミュニティの 

再生支援 

２３③ 「絆」再生事業の拡充 

２３③ 
 
被災生活保護受給者の支援に対する生活再建サポート 

地域コミュニティの再生 

○社会福祉施設等の早期復旧 
 

○社会福祉施設等の防災機能の
強化 

※社会福祉協議会、民生委員による見守り活動 

※重点分野雇用創造事業を活用した福祉人材の確保 
  ＇重点分野雇用創造事業について、福祉分野での活用も推進（ 

２２補 

「絆」再生事業の実施 

１２ 

復興基本方針等 

サポート拠点の拠点整備＜再掲＞ 
約７９箇所＇８月10日時点（ 

２３① 

サポート拠点の追加設置 



地域福祉の復興に向けた施策の方針 

＇１（「絆」の構築・再生：被災地において、「絆やつながり」を持ち続けることができるよう、応急仮設住宅等における孤立化防止、  
   コミュニティの再生支援、に資する取組を行う。具体的には、応急仮設住宅等における生活環境も含め、住民ニーズの把握 
   及びサービス提供、必要に応じたパーソナルサポート的な支援の導入、見守り等の支援体制の構築、関係者間の総合調整 
   など、地域支援の仕組みによる社会的包摂を進めるための市町村の取組を支援する。 
 
＇２（福祉基盤の整備：まずは、被災した社会福祉施設等の早期復旧を支援し、当面の福祉基盤を確保するとともに、今後は、地 
    域の復興計画に合わせて、地域包括ケア体制の構築という観点から、被災地域における社会福祉施設等の整備を支援して 
    いく。その際、社会福祉施設等の防災機能強化を図り、災害に強いまちづくりを進める。また、福祉施設等の整備に併せて、 
    福祉の担い手となるマンパワーを育成・確保していくための施策を講じていく。 

 

○ 一次補正・二次補正では、社会福祉施設等の復旧を支援するための補助率の嵩上げ、＇独（福祉医療機構による無利子融
資や融資率の引き上げ、返済猶予・償還期間の延長など社会福祉施設の復旧を進めていくための対策を講じた。 

○ 三次補正では、社会福祉施設等の防災機能の強化を図るとともに、被災地での就業を志す介護福祉士養成施設等の学生
に対する支援＇修学資金の貸与（を強化していくこと等により、マンパワーの確保を進めていく。 

   また、「絆」の構築・再生に向けて、被災地において、パーソナルサポート的な支援の導入、見守り等の支援体制の構築など

について、「絆」再生事業の拡充で対応し、さらに、被災した生活保護受給者の日常生活全般に渡る支援を行うため、外部委
託等により「生活再建サポーター＇仮称（」を設置する。 

分野ごとの考え方 

補正予算等での対応 

１３ 



 ＇訪問系ｻｰﾋﾞｽ・相談支援事業所（＇基金（ 

               障害児・者支援の復興に向けた施策ロードマップ   
予算措置 

分野・段階ごとの達成目標 予算措置以外 
＇２３・・・２３年度当初、２４・・・２４年度当初、 
  ２３①、②、③・・・２３年度一次補正、二次補正、三次補正（ 

サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
復
旧
・
復
興
支
援

 

原
発
事
故
対
策

 

＇１（ 

＇２（ 

被災した障害児・者に 

対するサービス提供、居住の
場の確保 

三次補正 ２４年度以降～ 一次・二次補正 

仮設住宅をグループホーム・ケアホームとして活用、福祉仮設住宅の設置 

避難所等への障害福祉サービスの提供、２次避難所への移転 

被災障害者の他県での受入調整＇国立施設を含む（ 

障害福祉施設等の復旧・復興 
 

 
 
 

マンパワーの確保 

避難区域に存する障害福祉
施設利用者の区域外への 

避難 

計画停電への対応 

入所・通所施設の復旧に係る施設整備 
      ＇補助率嵩上げ等 → 仮設施設も対象（ ２３① 

２３② 
２重債務対策＇福祉医療機構の基盤強化に４０億円を措置（ 

建設資金、経営資金の融資について福祉医療機構の災害復旧資金で対応＇１次補正：１００億円（ 

・  市町村が策定する障害
福祉計画に基づくサービ
ス提供基盤の整備促進 

 

・ 障害者や高齢者等を
包括的に支援する被災
地における地域包括ケ
ア体制の 整備 

２３① ２３③ 

サポート拠点の追加設置 

広域的な避難受入施設の調整、介護職員等の派遣調整＇再掲（ 

福島県の５１５名につき厚労省において広域調整を実施 
  ＇東洋学園等＜富岡町、川内村他＞279人→千葉県立鴨川青年の家、光洋愛成園等＜富岡町他＞68人→国立のぞみの園（ 

地元への帰還支援＇福祉仮設住宅等の建設等（ 

自家発電設備の整備費補助＇９０９百万円（ 

２３① 

・  当面立入りが困難な避
難区域にできるだけ近
い地域で、従前の障害
福サービス提供体制の
回復 

障
害
児
 
者
支
援
体
制
の
再
構
築 

・ 

地域包括ケア体制の整備 
＇障害者や高齢者等を包括的に支援（ 

２３① 

重点分野雇用創造事業の活用 

２３① ２３③ 

被災した障害児・者のサービス利
用に係る負担軽減等 

２３① ＇１２０百万円（ 

視覚障害、聴覚障害、発達障害安否確認を実施 

被災３県の被災状況＇7月30日（ 
 ・  全壊43か所 
 ・  半壊・一部破損200か所  
     ＇施設総数   2036か所（   ＇※（ 

２３① 

＇延べ派遣人数（岩手：1022人日、宮城：2655人日、福島2854人日＜国立施設258人日を含む＞ 合計6531人日＇7月末時点（  

国による他県からの介護職員等の派遣調整 

対象施設等の拡大等 

＇１０８億円（ 

同上の施設の事業復旧に係る設備整備 

○  障害者が当たり前

に地域で暮らせる社
会の構築 

※   ・  全壊43か所の内訳                      居住ｻｰﾋﾞｽ  13か所       児童・通所ｻｰﾋﾞ ｽ    21か所   訪問系ｻｰﾋﾞｽ・相談支援    9か所 
    ・  半壊・一部破損200か所の内訳     居住ｻｰﾋﾞｽ   66か所      児童・通所ｻｰﾋﾞｽ  110か所     訪問系ｻｰﾋﾞｽ・相談支援  24か所 
  
                  ＇施設総数（   2036か所                 居住ｻｰﾋﾞｽ  607か所       児童・通所ｻｰﾋﾞｽ  700か所        訪問系ｻｰﾋﾞｽ・相談支援  729か所 

２３③ 

２３③ 関係団体現地対策本部による事業再開支援、
介護職員等の派遣調整 

＇「地域支え合い体制づくり事業」として７０億円積増し（ 

被災地障害福祉サービス基盤整備事業＇ソフト事業（ 

１４ 

＇参考（東日本大震災からの復興の基本
方針＇抜粋（ 
５  復興施策 
＇２（地域における暮らしの再生 
①地域の支え合い 
(ⅰ)尐子高齢化社会のモデルとして、新

しい形の地域の支え合いを基盤に、いつ
までもコミュニティで暮らしていけるよう保
健・医療、介護・福祉、住まい等のサービ
スを一体的、継続的に提供する「地域包
括ケア」の体制を整備するため、地域の
利便性や防災性を考慮しつつ、被災地
のニーズを踏まえ基盤整備を支援する。
その際には、高齢者、子ども、女性、障
害者等に配慮し、地域全体のまちづくり
を進める中で、被災市町村の特性を踏ま
え、安全な場所に集約化を進める。 

＇就労支援事業の製品等の販路拡大、 
   新体系移行を進めるための支援、    
  発達障害児・者の被災時支援の事例集積 等（ 

＇２１億円（ 

復興基本方針等 

サポート拠点の拠点整備 

２４年度末までの基金
にて対応 

２４年度末までの基金
にて対応 

東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成 
に関する法律の制定 

２３③ 



障害児・者支援の復興に向けた施策の方針 
分野ごとの考え方 

＇１（ サービス提供体制の復旧・復興支援 

  ○ 震災直後の対応としては、避難所等への障害福祉サービスの提供や被災障害者の他県での受入調整等により、障害福

祉サービス提供体制を確保。 

    次に、バリアフリー対応の仮設住宅の設置や仮設住宅を障害者のグループホームとして活用することなどの取組を進め、

２次避難所等から仮設住宅や居宅への移行を促進。 
 
  ○ 障害福祉サービス事業所の復旧・復興を支援するため、 

   ・ 入所・通所施設の復旧に係る施設整備の国庫補助率引上げ 

   ・ 障害福祉サービスの利用者負担や施設入所者の食費・居住費の自己負担の免除を行う市町村の財政支援 

   等を実施。 
 
  ○   また、「地域支え合い体制づくり事業」等を活用し、障害者や高齢者等が地域で暮らし続けることができるよう仮設住宅地

に「サポート拠点」を整備するなどにより、「地域包括ケア」体制の整備を推進。 
 
＇２（原発事故対策 

  ○ 避難区域外に避難している障害児・者について、特に県外からの帰還に向けて、福祉仮設住宅等の設置を促進。 

              ＇千葉県立鴨川青年の家に避難中：東洋学園等２８０人、国立のぞみの園に避難中：光洋愛成園等６８人＇H23.08.22時点（（ 

補正予算等での対応 

      ○ 一次補正では、入所・通所施設の事業復旧に係る補助、障害福祉サービスの利用者負担や入所者の食費・居住費の 

           自己負担を免除する等の措置を行った。 ＇食費・居住費の自己負担の免除措置については、当初８月末までを予定していたが、９月 

             以降も当面、実施。（ 
 
      ○ 三次補正では、以下のことを重点に、入所・通所施設の復旧事業について対象施設の拡大、サービスの復興支援＇ソフト 

          事業（に対する助成、効果的・効率的な障害福祉サービスの再構築を進めるために必要な財政措置＇障害者自立支援臨時 

          特例交付金による基金の積増等（を講ずる。 
 
           ①  日中活動の場、就労の場を確保するための障害福祉サービス事業所の復興支援 
           ②  平成２４年３月末の期限までに新体系移行を完遂するための支援＇障害者自立支援法、児童福祉法による新体系サービス移行（ 

           ③  発達障害児・者に関する被災時の支援ノウハウの集積及び情報発信 １５ 



           心のケア・地域精神医療の充実に向けた施策のロードマップ   予算措置 

分野・段階ごとの達成目標 
＇２３・・・２３年度当初、２４・・・２４年度当初、 
  ２３①、②、③・・・２３年度一次補正、二次補正、三次補正（ 

三次補正 ２４年度以降～ 一次・二次補正 

 
 

【再掲】保健師等の人材確保 
 
 

被災者の心のケア 

地域精神医療機能の回復・
充実 

２３① 

２３③ 

他の自治体からの心のケアチーム派遣 

心のケアセンター＇仮称（整備事業 

○ 心のケアのための
地域保健活動の継
続的な実施 

累計9.370人＇８月２日現在（ 
 

他の自治体からの派遣 
２３ ２３③ 

人材確保支援 

２３① 重点分野雇用創出事業の活用＇184人募集のうち114人雇用済み＇7/25現在（（ 

累計57チーム、3,079人＇９月２日現在（ 

２３③ 

地域精神医療機能の回復・充実 

２３③ 仮設住宅や地域等での継続的な心のケア 

心
の
ケ
ア
・地
域
精
神
医
療
の
回
復
・充
実 

  地域精神保健活動の継続的な実施 

地域精神医療機能の回復・充実 

○ 心のケアセンター＇仮称（：中核センターと地域型センター
で編成＇被災県が設置予定（。 

○ 心のケア研究・支援センター＇仮称（：被災地の心のケア
センターを支援する全国的機関を国立精神・神経医療研究
センターに設置。 

被災した精神障害者、医療的支援が必要な被災者に対して
アウトリーチの手法を活用して展開。 

心
の
ケ
ア
の
充
実 

 
 

 

地
域
精
神
医
療
の
回
復
・充
実 

 
 

 
 

 
 

＇１（ 

＇２（ 

【再掲】被災地での人材確保・
流出防止策 

２３① 重点分野雇用創造事業の活用 

２２ 
地域医療再生基金＇２２年度補正（の活用   

２３ 
地域医療支援センター 

岩手・福島に設置＇２３年度（ 

※短期的には、重点分野雇用創出事業と地域医療再生基金を併用することで人材確保・流出防止策を実施 
   中長期的には、地域医療支援センターが中心となって、地域医療再生基金も活用しながら安定的な人材を確保 

【再掲】保健衛生施設等の整備 

○ アウトリーチの手法
を活用した地域精神
医療の回復・充実 

○精神科病院の被災状況                                        
  精神科病院１１３箇所＇うち被災３県で５３病院（が一部損壊＇７月２２日現在（ 
○精神科病院の再開状況＇８月３１日現在（ 
 岩手県＇全２１病院（：通常どおり 
 宮城県＇全３７病院（：２病院が全員転院＇いずれも外来は再開（。 
 福島県＇全３６病院（：４病院が全員転院＇うち１病院が外来を再開（ 
 

・心の健康を守るためのポイントをまとめ、被災した県に提
供＇３月１８日（ 

・独立行政法人国立精神・神経医療研究センターが、医療
関係者等向けの情報提供サイトを開設＇３月１６日（ 

予算措置以外 

○精神科病院の復旧費：保健衛生施設等の災害復旧
費１３億円の内数 
・補助率の嵩上げ 
  公的精神科病院：１／２→２／３ 

    民間精神科病院：１／３→１／２ 

○市町村の保健師等と連携をとって、精神保健福祉士、臨床
心理士等の専門職が仮設住宅等の巡回支援等を実施。 

１６ 

＇参考（東日本大震災からの復興
の基本方針＇抜粋（ 
５  復興施策 
＇２（地域における暮らしの再生 
①地域の支え合い 
＇ⅲ（ 被災者が安心して保健・医
療＇心のケアを含む。（、介護・福
祉・生活支援サービスを受けられ
るよう、施設等の復旧のほか、専
門人材の確保、医療・介護間の連
携の推進、カルテ等の診療情報の
共有化など、情報通信技術の活用
を含めた環境整備を進める。 

復興基本方針等 

２４年度末までの基金
にて対応 

所要額を増額 ２３① ２３③ 

２４年度末までの基金
にて対応 

２４年度末までの基金
にて対応 

２３③ 

２３③ 



心のケア・地域精神医療の充実に向けた施策の方針 
地域保健＇心のケアを含む（の考え方 

補正予算等での対応 

 被災地では、ＰＴＳＤの症状の長期化、生活への不安等も重なり、うつ病や不安障害が増大することが考えられることから、中長

期的な対応が必要となり、そのための地域精神保健医療を担う人材の確保等が必要。具体的には以下のとおり。 

① 地域精神保健活動の継続的な実施 

② 地域精神医療機能の回復・充実 

  

 

・ 一次補正では、精神科医等から構成される心のケアチームを全国から派遣した。＇災害救助法（ 

 心のケアチームは、保健師の活動等と連携を取って避難所等を巡回して支援を行うほか、自宅や仮設住宅への訪問支援を

行っている。＇平成２３年９月２日現在、累計５７チーム、３，０７９人が活動している。（ 

・ 三次補正では、①として 

○ 仮設住宅や地域等での継続的な心のケア 

・ 市町村の保健師等と連携をとって、精神保健福祉士、臨床心理士等の専門職が仮設住宅等の巡回支援等を実施。 

○ 心のケアセンター＇仮称（整備事業 

・ 心のケアセンター＇仮称（：中核センターと地域型センターで編成＇被災県が設置予定（ 

・ 心のケア研究・支援センター＇仮称（：被災地の心のケアセンターを支援する全国的機関を独立行政法人国立精神・神経医

療研究センターに設置 

を、②として 

○ 震災対応アウトリーチ 

 ・ 被災した精神障害者、医療的支援が必要な被災者に対してアウトリーチの手法を活用して展開。  

を予定している。 

 

  
 
 
 

１７ 



安心こども基金の積み増し 

幼保一体化施設、放課後児童クラブ、地域子育て支援拠点等の 
  一体的な復旧・再生 

子育て支援に関するニーズを把握・推計し、子育て支援サービス基盤を整備 

母子寡婦福祉資金貸付金の積み増し 

５億円を確保 

一次補正不足分の追加 ４７億円を確保 

27施設が全壊、 
11施設が半壊、 
241施設が一部損壊 

  ＇５月13日現在（ 

・複合化・多機能化を図りつつ基盤整備 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援 

子ども・子育て支援の復興に向けた施策ロードマップ   予算措置以外 

児
童
福
祉
施
設
の
復
旧
・
整
備 

ケ
ア
が
必
要
な
子
ど
も
た
ち
へ
の
支
援 

災害復旧費 

保育所等土壌入れ替え 

震災孤児・遺児への支援 

被災した子どもたちへの 
長期的・継続的な支援 

震災遺児＇ひとり親家庭（ 
への支援 

２３① 

・地域の子育て支援体制の将来のあり方を踏まえた復興支援 

一次・二次補正 三次補正 ２４年度以降～ 

震災孤児＇両親を亡くした 

又は両親が行方不明の児童（
への支援 

２３① 

２３③ 

２３③ 

２３② 

２７億円の積み増し 
＇安心こども基金（ 

○被災地の児童相談所職員と他県の児童相談所職員がチームを組んで、
各避難所を巡回し、現状の把握に努めるとともに、両親を亡くした児童
＇孤児（の確認や面談、養育と生活に関する親族との話し合いを実施。 

   ※今回の震災で両親を亡くした又は両親が行方不明の児童は、236
人＇９月７日現在（ 

 
○両親を亡くした児童の多くは親族とともに生活しており、親族里親等の制
度も積極的に活用していただけるよう周知し、認定を推進。また、親族が
養育できなくなった場合には、養育里親やファミリーホームなどを活用し、
できる限り家庭的な環境で養育できるようにしていく方針。 

 ・親族による里親の申請99件＇児童133人（うち認定97件＇児童131人（＇９
月６日現在（ 

   ※おじ・おばは里親手当が支給される養育里親に変更＇９月１日より（ 

○今回の震災によりひとり親となった児童＇遺児（について、岩手県、宮城
県、福島県、仙台市に対し文部科学省と連名で通知を発出し、学校や保
育所を通じた把握状況を照会。また、ひとり親となった児童の把握状況
についても併せて照会するとともに、ひとり親家庭が必要な支援を受け
られるよう、自治体とともに、年金事務所やハローワークの窓口等に支
援策の概要や照会先を記載したチラシを置いて周知。 

○孤児、遺児、その他支援が必要な者に対する継続的な支援を実施。 

被災した保育所等の児童福祉施設の復旧 

被災した子どもたちの状況把握 

親族里親等の制度やひとり親家庭の支援策についての周知 

被災したすべての子どもや子育て 
  世帯の自立に向けた中長期的 
       な支援体制の構築 

分野・段階ごとの達成目標 

予算措置 ＇２３・・・２３年度当初、２４・・・２４年度当初、 
  ２３①、②、③・・・２３年度一次補正、二次補正、三次補正（ 

○関係者の意向を踏まえ、
幼保一体化をはじめ、子
どもと子育て家庭に良質
な成育環境を保障するた
めの先駆的な取組みに対
する支援を行うことにより、
子どもの育ちと子育てを
皆で支える新たな絆の仕
組みを構築する。 
 
○関係施設の複合化、多
機能化を含めた施設の復
旧を進める。 
 
 
 
○両親が死亡・行方不明
の場合に里親制度を活用
する。 
 
○被災したすべての子ど
もや子育て世帯について、
児童福祉に関わる専門職
種の者による相談・援助
等の支援、母子家庭に対
する貸付等の経済的支援
など長期的視点に立った
支援を行う。 
 
○心のケアの支援体制の
構築を行う。 

１８ 

 ※今回の震災で、ひとり親となった児童は、1,295人＇９月７日現在（ 

子育てを身近な地域で 
支える基盤の構築 

復興基本方針等 



子ども・子育て支援の復興に向けた施策の方針 

分野ごとの考え方 

補正予算等での対応 

(1) 児童福祉施設の復旧・整備 ： まずは小学校や福祉施設等の敷地を活用した保育所等の仮設園舎の整備、保育所等の復旧
等により、被災した児童福祉施設の復旧を図る。 

    次に被災地＇自治体（が子育て支援に関するニーズを把握・推計し、被災地＇自治体（の子育て支援サービスの基盤の整備を
図る。 

    具体的には、関係者の意向を踏まえ、幼保一体化施設、放課後児童クラブ、地域子育て支援拠点など関係施設の複合化、
多機能化を図るような形での復興を目指すこととし、復興の主体である県、関係市町村の打ち出す方向性について、国が助言
し、調整を進めるとともに、財政支援を行う。 

(2) ケアが必要な子どもたちへの支援 ： まずは、今回の震災で親を亡くした子どもの状況を把握。 

    両親が死亡・行方不明の子どもについては、児童相談所による児童の確認や面談、養育と生活に関する親族との話し合いを
実施し、親族里親等の制度を活用してもらえるよう周知し、認定を推進する。親族が養育できなくなった場合は、養育里親やﾌｧﾐ
ﾘｰﾎｰﾑなどを活用し、できる限り家庭的な環境で養育できるようにしていく。また、ひとり親家庭についても必要な支援を受けら
れるよう、支援策の概要等の周知を行う。 

    被災したすべての子どもや子育て世帯について、「心のケア」を始めとする児童福祉に関わる専門職種の者による相談・援助
を行う。また、母子家庭に対する貸付等の経済的支援など、被災したすべての子どもや子育て世帯の自立に向けた中長期的
な支援体制の構築を図る。 

○一次補正では、児童福祉施設等の災害復旧のため、約47億円を確保した。また、被災した子どもの相談・援助を目的として、安心
子ども基金を27億円積み増した。 

○二次補正では、児童福祉施設等の園庭の土壌の入れ替えのため、災害復旧費を5億円確保した。 

○三次補正では、児童福祉施設等の復旧に加え、母子寡婦福祉資金貸付金の原資の積み増し、子育て関係施設の複合化、多機
能化に対する財政支援等に取り組む。 

    子ども・子育て支援については、関係者の意向を踏まえ、子どもと子育て家庭に良質な成育環境を保障するための取組み
に対する支援を行うことにより、子どもの育ちと子育てを皆で支える新たな絆の仕組みを構築する。 

１９ 



マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

 

雇
用
の 

維
持
支
援 

雇用創出基金事業の 

要件緩和＇４／５～（ 

避難所等への出張相談 

＇３／１６～（ 

雇用保険の特例 

＇３／１２～（ 

雇用調整助成金の特例 

＇３／１７～（ 

延長給付をさらに６０日 

延長する特例措置を実施 

震災直後の対応 １次補正 ３次補正以降 

支給限度日数の特例等＇これまでの支給日数に 

かかわらず最大３００日（ 

基金の積み増し 
更なる積み増し・延長 

職
業
訓
練

 
実
施
体
制 

の
整
備 

引き続き 

実施 

全国のハローワークの職員の応援により対応 

＇４／１１～（ 

復旧事業に関する地元優先 

雇用の推進＇４／５～（ 

引き続き 

実施 

・避難所・仮設住宅への出張相談 

・市町村と連携した求人開拓 

・全国ネットによる広域的な職業紹介 

復興事業を含め引き続き実施 

○雇用の維持・生活の安定を政府を挙げて推
進。 
 

フェーズ１とりまとめ フェーズ２とりまとめ フェーズ３とりまとめ 

○復旧・復興事業等による確実な雇用創出。 

○新たな雇用機会創出のため、雇用創出基金
を活用するとともに、被災地域の本格的な雇用
復興を図るため、産業政策と一体となった雇用
面での支援を実施。 

○第一次産業等の生涯現役で年齢にかかわり
なく働き続けられる雇用や就労のシステムを活
用した全員参加型・世代継承型の先導的な雇
用復興、兼業による安定的な就労を通じた所得
機会の確保等を支援。 

○若者・女性・高齢者・障害者を含む雇用機会
を被災地域で確保。 

特別訓練コース＇建設機械の運転等（の 
設定＇４／５～（ 

・建築設備等の公共職業訓練の拡充 
・被災した訓練施設の復旧 

・震災後の産業構造を踏まえた 訓練の実施・
訓練定員等の拡充 
・事主が行う職業訓練への支援の拡充 

 

被災者雇用開発助成金の創設 
被災者を１０人以上雇い入れた 

事業主に対する奨励金の上乗せ 

・復旧事業等の求人確保 

・職業訓練修了者に対する就職支援の拡充 

・長期失業者の再就職支援の強化 

「学生等震災特別相談窓口」の設置 

既卒者対象奨励金の拡充 
ジョブサポーターの増員 被災地新卒者を対象とした面接会の開催 

既卒者対象奨励金の期間延長 

雇用の復興に向けた施策ロードマップ   分野・段階ごとの達成目標 

当面は雇用創出基金事業等によりつなぎ雇用を確保 

雇用保険の特例の実施や雇用調整助成金の特例による企業の雇用維持を支援 

ハローワークの機能・体制の強化 

当面の復旧ニーズや震災後の産業構造を踏まえた職業訓練等を実施 

雇入れ助成も含めた就職支援を実施 

本格的な雇用復興を図るため、産業政策と 
一体となった雇用面での支援を実施 

雇用対策 

「日本はひとつ」しごとプロジェクト 
復興基本方針等 

つなぎ雇用の

確保 

本格的な雇用復興 

避難所等への出張相談  仮設住宅への出張相談 

○雇用対策をより効果的なものとするため、
被災地域におけるハローワーク等の機能・体
制の強化等を実施。 

ハローワークの職員の応援派遣など 

機能・体制の強化 

地域障害者職業センターに 

「特別相談窓口」を設置 
実習型雇用支援事業の拡充、障害者就業・生活支援 
センターや地域障害者職業センターによる支援の充実 

地域障害者職業センターによる 
避難所等への訪問相談 

雇
用
機
会
の
確
保

 

○被災した方々の新たな就職に向けた支援
を政府を挙げて推進。 

○若者・女性・高齢者・障害者を含む雇用機
会を被災地域で確保。 

【雇用保険の受給資格決定件数】 
３～７月 ９４，３９３件 

【雇用調整助成金に関する休業等
実施計画届け受理状況】 
７月 ３，４７１事業所 ８１，２０５人 
＇いずれも被災三県の合計（ 
 

【ハローワークによる就職件数】 
３～７月 ６０，１３９件 ＇被災三県の合計（ 

全国規模の応援 

産業振興と一体となった本格的な安定雇用の確保 

＇被災地雇用復興総合プログラム（ 
○事業復興型雇用創出事業＇仮称（ 
○生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業
＇仮称（ 

○被災地における当面の復旧事業に係る人材
のニーズや、震災後の産業構造を踏まえ、介護
や環境・エネルギー、観光分野等の成長分野に
おける職業訓練の実施や、訓練定員の拡充等
を実施。 

・震災後の産業構造を踏まえた 訓練の実施・訓
練定員等の拡充 
・復興に資する産業分野の中核人材を育成する事
業主への支援 
・事業主が行う職業訓練への支援の拡充 

新卒者・ 

既卒者支援 

障害者 

支援 

 ２０ 

【雇用創出基金事業】 
＇９月２日現在（＇いずれも被災三県の合計（ 
雇用見込み  ３２，０００人 
求人数           ２０，０５３人 
雇用実績         １４，４３１人 



雇用の復興に向けた施策の方針 

＇１（雇用の維持支援：現在実施している雇用保険の離職要件の緩和や失業給付期間の延長等や雇用調整助成金の特例により、 
 企業の雇用維持努力への支援を行い、被災者の生活の安定を図る。 
＇２（雇用機会の確保：当面の雇用機会創出のため、雇用創出基金事業を積極的に活用するとともに、被災地の本格的な雇用 
 復興を図るため産業政策と一体となった雇用面での支援を実施する。 
＇３（マッチング支援：全国ネットのハローワークを活用し「日本はひとつ」しごと協議会などを通じ、求人確保や求職者の特性に 
 応じたきめ細かい就職支援を実現する。 

＇４（職業訓練：当面の復旧ニーズや震災後の産業構造を踏まえた職業訓練等を実施する。 
＇５（実施体制の整備：雇用対策をより効果的なものとするため、被災地域におけるハローワーク等の機能・体制の強化等を行う。 

 

○ 震災直後の被災者への雇用維持・生活支援については、迅速・適格に対応を行った。 
  職業訓練については、被災者向けの特別コース＇建設機械の運転等（の設定を行うなど、機動的に拡充・実施した。 
○ 一次補正では雇用保険の延長給付の拡充や、雇用調整助成金の特例措置を行い被災者の生活の安定を図るとともに、 
  雇用創出基金事業の基金を積み増し、また被災者を雇い入れた事業主への助成制度を創設し、被災者の当面の雇用を 
  確保する取組を行った。また、被災地域の離職者等に対する建設関連分野＇建築設備・電気設備等（をはじめと 
  した公共職業訓練の定員の拡充や、被災した訓練施設の復旧を図っているところ。 
○ 三次補正では被災者のつなぎ雇用を確保するとともに、被災地域の本格的な雇用復興を図るため、「事業復興型雇 
 用創出事業（仮称）」による産業施策と一体となった雇用面での支援を行うとともに、「生涯現役・全員参加・世代 
 継承型雇用創出事業（仮称）」により、生涯現役で年齢に関わりなく働ける雇用や就労システム等を活用した全員参 
 加型・世代継承型の先導的な雇用復興を支援し、若者、女性、高齢者、障害者の雇用機会を確保する。 
  また雇用対策をより効果的なものとするため、被災地域におけるハローワーク等の機能・体制の強化等を行う。さらに、 
   障害者就業・生活支援ｾﾝﾀｰや地域障害者職業ｾﾝﾀｰの機能強化による支援の充実などにより、障害者雇用対策の拡充を行う。 
   被災地における当面の復旧事業に係る人材ニーズや、震災後の産業構造を踏まえ、環境・エネルギー分野等の成長分野 
  における職業訓練の実施や、訓練定員等の拡充、復興に資する産業分野の中核人材を育成する事業主への支援、事業主が 

  行う職業訓練への支援の拡充を行う。 

分野ごとの考え方 

補正予算等での対応 

 ２１ 



全国の労働局からの応援体制の構築等 

一次補正 二次補正 三次補正以降 

労
働
者
の
安
全
衛
生
確
保

 

        労働者の労働条件・安全衛生等の確保に向けた施策ロードマップ  予算措置 

分野・段階ごとの達成目標 予算措置以外 
＇２３・・・２３年度当初、２４・・・２４年度当初、 
  ２３①、②、③・・・２３年度一次補正、二次補正、三次補正（ 

震災直後の対応 

 
労
働
者
の
労
働
条
件
・
安
全
衛
生
等
の
確
保 ＇３（ 

＇１（ 

＇２（ 

労
災
保
険
給
付
の
実
施

 

労
働
保
険
料

 

○労働保険料等に係る特
例措置の十分な周知や丁
寧な説明を行い、引き続
き円滑に実施する。 

23① 

周知・広報、相談対応及び円滑な手続の実施 
 

労災保険給付の請求促進及び迅速な労災保険給付の実施 
 

アスベストばく露防止対策等 

安全衛生専門家による支援 

安全衛生監督・指導 

＇官民一体となった労働災害防止徹底（ 
東日本大震災復旧・ 
復興工事安全推進本部 

2011.04~  現場パトロール＇8月23日時点で延べ417現場実施済（、監督・指導の実施 

・被災３県で安全衛生に関する相談・教育等の支援 

2011.06~  地域ごとの安全衛生協議体制、安全衛生教育の徹底等を検討 

23① 石綿点検指導員の新規配置等 

・アスベスト濃度測定の実施＇延べ200地点（ 
・防じんマスクの無償配布＇ 50,000個（ 
・電動ファン付き呼吸用保護具の無償貸付＇600個（ 

復旧・復興工事における労働者の安全対策・災害防止対策の推進 ○復旧・復興工事における
労働災害の防止 
 

○被災地におけるアスベ
ストばく露防止対策の推進 
 

23① 

23① 

労災保険の周知・広報 

労災保険の特例措置 

労働保険料等免除の特例措置 

相談体制の強化 

23① 

2011.03~ 労災診療や休業補償の請求が医療機関や事業主の証明がなくても可能とする等 

事業場を通じた請求勧奨、公共団体等への周知要請、地元TV・FM放送局への周知依頼等 

 

2011.05 行方不明者について、地震発生日から３か月経過後に、 
遺族＇補償（給付等を速やかに支給できるよう法的措置＇震災特別法（ 

労働保険料等に係る特例措置につき、相談員による相談体制を強化 

2011.08  震災に伴う保険給付は、労災保険率等の 
算定＇メリット制（に反映させない＇省令改正（ 

最大で24年2月29日までの賃金に関する労働保険料等を免除＇震災特別法（ 

特例措置の実施及びその周知・広報 
＇青森・茨城は23年7月29日まで、岩手・宮城・福島のうち一部地域は23年9月30日まで延長。その他の地
域は改めて告示するまで延長（ 労働保険料等の納付期限の延長・

納付の猶予 
2011.03~ 申請により最大で1年間猶予される 

2011.03~ 全国の労働局からの応援職員の派遣、労災保険相談員の新規配置等 

2011.03~ 

2011.03~ 

23③ 監督署等の体制整備 

23③ 
監督署等の体制整備 

２２ 

毎週1回の新聞広告・インターネットバナー広告＇7月3日から8週間（。リーフレット・ポス
ターの作成・配布。 

避難所等へ赴き、周知・請求促進を行う社会保険労務士等の配置。 23① 

○仕事中に地震や津波によ
り負傷又は死亡した場合、労
災保険の対象となることの周
知広報を行い、更なる請求促
進を図るとともに、迅速な処
理を行う。 

復興基本方針等 



一次補正 二次補正 三次補正以降 

未
払
賃
金
立
替
払
事
業

 

        労働者の労働条件・安全衛生等の確保に向けた施策ロードマップ 予算措置 

分野・段階ごとの達成目標 予算措置以外 

＇４（ 

＇２３・・・２３年度当初、２４・・・２４年度当初、 
  ２３①、②、③・・・２３年度一次補正、二次補正、三次補正（ 

震災直後の対応 

 
労
働
者
の
労
働
条
件
・
安
全
衛
生
等
の
確
保 

＇５（ 
緊
急
作
業
従
事
者
の
健
康
管
理
の

強
化
・
管
理
体
制
の
確
認

 

○被災に伴う企業倒産に
対応した未払賃金立替払
の請求促進、迅速な支払 

申請手続の簡略化 2011.03~ 震災の直接的な被害＇原発による避難含む。（を受けた者が対象 

 被災労働者等への周知・申請促進 

 迅速な処理及び支払 

23① 
毎週1回の新聞広告・インターネットバナー広告＇7月3日から8週間（。リーフレット・ポ
スターの作成・配布。 

2011.03~  避難所等への出張相談、公共団体等への周知要請、地元TV・FM放送局への周知依頼等 

請求促進 ・迅速な支払 

23① 
避難所等へ赴き周知・申請促進を行うコンサルタントの配置や、 
立替払業務処理を行う調査員の増置 

 

必要な原資の確保  未払賃金立替払事業費補助金として約149億円を増額 23① 

被ばく線量管理、作業届の確認 

東電福島第一原発の緊急作業従事者に対する健康管理対策 

23② 

2011.06~ データベースの
項目等の検討・とりまとめ 

・臨時健康診断の実施指導 
・熱中症対策の徹底指導 

・内部被ばくを含めた被ばく線量管理の徹底 
・事前に作業届を提出させて、労働者の被ばく線量管理等を確認 

○原子力発電所の労働
者の健康診断を徹底す
るとともに、被ばく線量等
をデータベース化するな
ど長期的な健康管理を
行う。 
 

○臨時の健康診断の実
施、熱中症予防対策の
徹底 

労使からの相談への対応、 
労働時間制度等の変更手続等の周知 

今後の政府の電力需給対策の方針や今夏の労使の取組 
状況を踏まえ、必要に応じ、今後の対応を検討 

労働局・労働基準監督署にお
ける相談対応 

2011.05～ パンフレット、Ｑ＆Ａを作成し・公表し、労使に周知 

2011.05~09  節電対策緊急労働相談窓口の開設 

労働時間制度等の変更手続
等の周知 

○節電に伴う働き方・休
み方の見直しに向けた労
使の取組を支援 

＇６（ 

夏
期
の
節
電
に
向
け
た
労
使

の
取
組
へ
の
対
応

 

熱中症対策、臨時健康診断の
実施指導 

長期的な健康管理 
データベースのシステム開発 

２３ 

2012.01~  
データベースの本格運用開始 

23③ 

復興基本方針等 



労働者の労働条件・安全衛生確保に向けた施策の方針 

＇１（労働者の安全衛生の確保：今後、本格化する震災復旧・復興工事では、様々な工事が短期間で大量に見込まれ、震災で職を失った被 
  災者などが建設業に新たに就業することが予想されるため、安全パトロールの実施や専門家による技術的支援を行う等により、労働者 
  の安全衛生の確保に万全を期す。 
＇２（労災保険給付：避難所を通じた周知に加え、事業場等を通じた請求勧奨、新聞広告、テレビ、ラジオを活用した周知広報、市町村等と 
  の連携による取組、仮設住宅等を通じた請求促進等を行い、請求の更なる促進を図る。 
＇３（労働保険料免除等：労働保険料等に係る特例措置の十分な周知・広報を引き続き行うとともに、特例措置に係る相談体制を強化し、 
  手続について円滑に実施する。 
＇４（未払賃金立替払事業：震災により申請が困難な労働者等の申請負担を軽減させるとともに、迅速な支払を行う。また、制度等の不知 
  により救済がなされない労働者等が生じないように対応を行う。 
＇５（原発作業員の健康：東電福島第一原発の緊急作業従事者の被ばく線量管理、臨時の健康診断の実施、熱中症予防対策の徹底を図 
  るとともに、離職後も含めて長期的に被ばく線量等を追跡できるデータベースを構築し、長期的な健康管理を行う。 
＇６（労使による節電対応への支援：節電に伴う働き方・休み方の見直しに向けた労使の取組を支援する。 

分野ごとの考え方 

補正予算での対応 

○一次補正では、 
 ・労働者の安全衛生確保について、安全衛生に関する専門的支援の拠点開設や、石綿点検指導員の増員等を実施。 
 ・労災保険給付について、被災労働者及びその遺族に対して、仕事中に地震や津波により負傷又は死亡した場合には、労災保険の対象 
  となることの周知広報や窓口の応援体制を構築。 
 ・労働保険料等に係る免除等の特例措置に関して、相談員の増員による相談体制を強化。 
 ・未払賃金立替払事業について、原資となる補助金を増額するとともに、制度の周知や申請促進体制の充実・強化。 
○二次補正では、緊急作業従事者の長期的な健康管理のためのデータベースのシステム開発を行う。 
○三次補正では、労働者の健康障害・労働災害防止の徹底及び迅速な労災保険給付の実施等のため、監督署等の体制整備を行うととも 
 に、データベースの運用を開始。 

２４ 
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